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第２章 公共施設等の現状及び将来の⾒通し 

2-1 本市の概要 

(1) 市街化の動向 

本市は、大阪市や阪神臨海地域からほぼ20キロメートル圏内に位置し、大阪都心部への交 

通利便性の高さなどから、高度経済成長期において、いわゆる大都市郊外都市の典型として発 

展してきました。本市の都市化は、昭和30年代中頃から始まり、当初は市域南部において住宅

地開発が進み、その後、大手民間ディベロッパーにより中部や北部の丘陵地を中心にニュータ

ウンの開発が行われ、人口集中地区4が増加しました。こうした中、開発に伴う公共施設の整備

は市の財政に大きな負担となり、昭和42年に全国に先駆けて「川西市住宅地造成事業に関する

指導要綱」を施行し、一定規模以上の団地開発においては、開発業者に公共施設の整備等を求

める方式を採用しました。 

大規模ニュータウンの人 

口は、現在では全人口の約 

４割を占めるに至っていま 

す。一方、多田グリーンハ 

イツや大和団地など、初期 

のニュータウン開発地域で 

は急速な高齢化や施設の老 

朽化が進んでおり、持続可 

能な住宅地に向けた再生の 

取組が急務となっています。 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

 
4 人口密度約4,000人/平方キロメートル以上の国勢調査地区がいくつか隣接し、合わせて人口5,000人以上を有する地区。 



第２章 公共施設等の現状及び将来の見通し     
 

4 

(2) まちづくりの方向性① ～土地利用の方針～ 

本市の市域は、市街地と豊かな自然を残す里山環境が共存し、地域の魅力の一つになってい 

ます。こうした中、無秩序な市街地拡大を抑制し、計画的な市街化と良好な住環境の保全を進 

めていくため、本市では、平成９年に都市計画マスタープラン5を策定し、都市構造のあり方 

や土地利用の方向性を示しています。 

都市計画マスタープランに盛り込まれている「土地利用の方針」では、本市の市街化区域6の

今後のあり方として、以下の方向性を掲げています。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
5 都市計画法第18条の２の規定に基づく「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として定めた法定計画。平成９年に策定し、 

平成25年に改訂。 
6 都市計画で定める既に市街地を形成している区域やおおむね10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域。 

■本市の市街化区域のあり方（川西市

都市計画マスタープラン「市街化区域

の土地利用方針」より抜粋） 

本格的な高齢社会における生活利

便性の確保、都市基盤の維持管理の効

率性確保、低炭素社会実現に向けた温

室効果ガス削減、身近な地域での多様

な都市機能の充実等、新たな観点か

ら、持続可能な集約型の都市構造への

転換をめざします。市街地の区域は現

行の市街化区域を基本として、原則と

して新たな市街地の拡大を抑制し、無

秩序な市街化を防止し、良好な市街地

環境を維持します。 
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(3) まちづくりの方向性② ～地域分権の推進～ 

市総合計画の基本構想を実現するためには、これまで市が主導して担ってきた地域の課題に 
対して、地域住民自らがその解決にあたることができる具体的な仕組みとしての「地域分権制

度」の更なる浸透を図り、市民と市が適切な役割分担のもと、地域の特性や多様性を尊重した

まちづくりを進めます。地域別構想は、その実現に向け、地域のまちづくりの方向性を示すも

のです。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

基本

構想

基本

計画

実施

計画

東谷小地域 

牧の台小地域 

緑台・陽明小地域 

久代小地域 

川西小地域 

川西北小地域 

明峰小地域 

加茂小地域 

北陵小地域 

清和台・清和台南小地域 

けやき坂小地域 

多田小地域 

桜が丘小地域 

多田東小地域 

■総合計画と地域別構想の関係性 

川
西
市
総
合
計
画 

基本構想【10年間】 
・めざす都市像 

・まちづくりの方向性と目標 

基本計画【５年間】 
・施策の現状と課題 
・主な施策展開 
・協働の内容 

 

地域別構想 
【おおむね10年】 
・地域の現状と課題 

・地域のありたい姿 

地域別構想 

実施計画【５年間】 
・施策を実施するための

具体的な事業 
※単年度ごとの見直し 

【出典】第５次総合計画（一部編集） 

【出典】地域別構想（一部編集） 

■地域別構想の策定単位 
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2-2 本市における公共施設等の現状  

(1) 公共施設 

本市の公共施設の内訳を見ると、学校教育系施設が45.7％と半分近くを占めています。次い 

で公営住宅が17.9％、市民文化系施設が9.1％の割合となっています。 

また、建築年別、施設区分別の延床面積の推移を見ると、昭和45年（1970年）から昭和53

年（1978年）と、昭和 58年（1983年）・平成３年（1991年）に建築面積が多くなっているこ

とが分かります。主な要因としては、1970年代に大規模団地の開発による学校施設等の建設が

挙げられ、昭和58年（1983年）には市立川西病院、平成３年（1991年）には、現市役所（本

庁舎）が建設されたことなどが要因として挙げられます。 

 
 
■公共施設の分類・内訳（平成27年度末現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■公共施設の建築年別面積（平成27年度末現在） 
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(2) インフラ施設 

本市のインフラ施設としては、道路や橋梁、上水道・下水道等があり、上水道・下水道につ

いては利用料金を徴収するという形態により、地方公営企業として運営が行われています。 

インフラ施設の多くは、本市の市街地拡大と連動しながら、1970年代から急速に整備が進み、 

建設後40年～50年が経過する中で老朽化が進んでいます。 

 

■道路の種別延長（平成27年度末現在） 

 

 

 
 
 
 
■年度別の橋梁建設数の推移 

 
  

種別 実延長（ｍ） 面積（㎡）

1級幹線市道 40,437 339,271

2級幹線市道 35,361 337,374

その他の市道 414,766 2,679,377

歩行者道 6,735 31,588

市道計 497,299 3,387,610

【出典】道路管理課 
※１級幹線市道：国道、県道を連絡する道路など 

※２級幹線市道：１級幹線市道を補完し、基幹道路網を形成する道路  
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■上水道管路の敷設年度別延長（平成27年度末現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■その他上水道関連施設（配水池）（平成27年度末現在） 

名称 構造 建設年度 有効容量m3 延床面積㎡ 
上大原配水池 RC造 1957(S32) 1,200 364.00 

坂の上配水池 RC造 1962(S37) 1,050 308.00 

緑台高区1号配水池 PC造 1970(S45) 1,760 320.30 

緑台高区2号配水池 PC造 1970(S45) 1,760 320.30 

清和台1号配水池 PC造 1971(S46) 1,300 216.30 

清和台2号配水池 PC造 1971(S46) 1,300 216.30 

山原1号配水池 PC造 1973(S48) 1,500 298.69 

萩原台2号配水池 PC造 1973(S48) 2,000 415.20 

久代配水池 PC造 1978(S53) 3,700 515.10 

大和高区配水池・高架水槽 PC造 1978(S53) 3,160 500.00 

一庫低区配水池 RC造 1984(S59) 1,460 341.76 

けやき坂高区配水池 RC造 1982(S57) 500 130.00 

けやき坂中低区配水池 RC造 1982(S57) 3,000 826.00 

けやき坂低区配水池 RC造 1982(S57) 500 84.60 

一庫高区配水池 RC造 1984(S59) 1,540 448.00 

緑台低区配水池 PC造 1984(S59) 2,000 349.71 

湯山台配水池 RC造 1988(S63) 1,100 228.90 

けやき坂中高区配水池 RC造 1982(S57) 1,400 354.96 

黒川配水池 RC造 1990(H2) 58 20.88 

山原2号配水池 PC造 1992(H4) 1,500 298.69 

一庫中区配水池 RC造 1996(H8) 1,440 360.00 

滝山2号配水池 SUS 2006(H18) 3,000 379.90 

滝山1号配水池 SUS 2007(H19) 3,000 379.90 

萩原台1号配水池 PC造 2009(H21) 3,000 600.00 

大和低区1号配水池 SUS 2014(H26) 1,000 232.56 

大和低区2号配水池 PC造 2015(H27) 1,010 234.90 

■その他上水道関連施設（建物）（平成27年度末現在） 

名称 構造 建設年度 敷地面積㎡ 延床面積㎡ 

久代浄水場 RC造 1978(S53) 6,395.00 831.56 

水道センター RC造 1994(H6) (浄水場内) 819.06 

高芝水源地 RC造 1992(H4) 860.00 206.55 

高芝接合井 RC造 1964(S39)、1977(S52) (高芝内) 155.80 

久代浄水処理プラント RC造 1978(S53) (浄水場内) 1,280.38 

 

【出典】上下水道局資料 

【出典】上下水道局資料 
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■下水道（汚水管渠）の建設延長の推移（平成27年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■下水道（雨水管渠）の建設延長の推移（平成27年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他下水道関連施設（ポンプ場）（平成27年度末現在） 

名称 構造 建設年度 延床面積㎡ 

前川雨水ポンプ場 RC造 1974(S49) 954.00 

加茂雨水ポンプ場 RC造 1980(S55) 831.00 

満願寺汚水中継ポンプ場 RC造 1987(S62) 281.00 

水明台汚水中継ポンプ場 RC造 1973(S48) 99.00 

大和第一汚水中継ポンプ場 S造 1968(S43) 25.00 

大和第二汚水中継ポンプ場 S造 1968(S43) 29.00 

 

  

【出典】上下水道局資料 

【出典】上下水道局資料 

【出典】上下水道局資料 
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2-3 市⺠意識調査結果による公共施設の現状 

(1) 市民意識調査の実施概要 

市内の公共施設について、今後の維持管理や建替え等のあり方を検討するための基礎調査と

して、市民3,000人を対象にアンケート調査を実施しました。 

 

実施主体 川西市 

調査対象 16歳以上の市民（住民基本台帳から無作為抽出） 

対象者数 3,000人 

調査時期 平成27年８月12日（水）～平成27年８月24日（月） 

調査方法 調査票による本人記入方式（調査票は郵送による配布・回収） 

調査内容 

Ⅰ 公共施設の利用状況など 

１ この２～３年間における公共施設の利用頻度 

２ 利用した施設に対する満足度（建物・設備の面、サービスの面） 

Ⅱ 今後の公共施設のあり方など 

１ 各施設で提供されている「サービス」の今後の重要度 

２ 今後の更新（建替え）費用の負担を減らす工夫 

３ 川西市のあるべきまちの姿 

Ⅲ 回答者の基本属性 

（性別、年齢、居住年数、居住地域、同居形態、外出時の交通手段） 

Ⅳ 今後の公共施設のあり方への意見・提案（自由記入） 

回収結果 

○調査票有効配布数 2,994通 

○回収数      1,335通 

○回収率       44.6％ 
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(2) 公共施設の利用状況 

市役所（本庁舎）、各地域の行政センター、中央図書館、公民館、文化会館・みつなかホール、 

保健センターについては、約３割以上の人が利用しています。 

「よく利用」と「時々利用」を合わせた割合では、市役所（本庁舎）、各地域の行政センター、

小・中学校、中央図書館、公民館の各施設がおおむね１～２割となっています。 

 

 
※ 幼稚園、保育所、小・中学校については、子どもが通っている場合は「よく利用（月１回以上）」を選択 

  

郷土館 
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(3) 公共施設の利用状況をポイント化し比較したもの 

利用状況について、利用頻度に応じてポイント化して比較すると、市役所（本庁舎）、中央図 
書館、小・中学校、各地域の行政センター、公民館などが上位を占めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ポイント化の手順に関する補足】 

① 回答数のポイント換算 

 ※よく利用人数×２点、時々利用人数×１点、まれに利用人数×0.5点 

② 上記①で算出（合計）したポイントを回答数（利用していない人も含めた人数で、無回答数は除く）で割って 

補正。 
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(4) 公共施設の利用に対する満足度 

建物・設備面の満足度については、満足度に応じてポイント化して比較すると、郷土館の満 
足度が最も高くなっており、次いでアステ市民プラザ、市役所（本庁舎）、知明湖キャンプ場な

どが上位を占めています。一方、満足度が低い施設としては、総合センター、市立川西病院、

総合体育館・市民体育館などとなっています。 
また、サービス面の満足度については、満足度に応じてポイント化して比較すると、市立保

育所の満足度が最も高くなっており、次いで市立幼稚園、郷土館、老人福祉センター・デイサ

ービスセンターなどが上位を占めています。一方、満足度が低い施設としては、市立川西病院、

総合センターなどとなっています。 

※満足度の回答にあたっての考え方 

建物･設備 建物の性能は十分か（劣化・破損の有無、使い勝手等）、快適に過ごせるか（館内の内装・空調・照明等） 

サービス 利用条件（開館時間、利用料金等）、サービスは十分か（サービスの幅や質、市民向けプログラムや蔵書等の充実度等） 
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(5) 公共施設におけるサービスの重要度 

施設の今後の重要度について、重要度に応じてポイント化して比較すると、小・中学校、市 
立保育所、市役所（本庁舎）、市立幼稚園、市立川西病院などが上位を占めています。 

 
 
【ポイント化の手順に関する補足】 

① 回答数のポイント換算   

※ かなり重要人数×２点、やや重要人数×１点、あまり重要でない人数×マイナス１点、重要でない人数×マイ 

ナス２点 

② 上記①で算出（合計）したポイントを回答数（分からない、無回答の数は除く）で割って補正 

  

回答数

N=

1114

1093

1225

1086

1195

1150

1085

1143

1076

1100

1096

1056

847

1043

970

953

945

779

922

859

796

689

1.72 

1.62 

1.59 

1.59 

1.46 

1.43 

1.33 

1.27 

0.99 

0.99 

0.96 

0.69 

0.69 

0.68 

0.56 

0.14 

0.08 

0.08 

0.06 

0.04 

-0.06 
-0.33 

-0.40 0.00 0.40 0.80 1.20 1.60 2.00

小・中学校

市立保育所

市役所（本庁舎）

市立幼稚園

市立川西病院

保健センター

老人福祉センター・デイサービスセンター

中央図書館

総合体育館・市民体育館

公民館

各地域の行政センター

市民温水プール

総合センター

文化会館・みつなかホール

市民運動場・東久代運動公園

文化財資料館

郷土館

コミュニティセンター

知明湖キャンプ場

アステ市民プラザ

パレットかわにし

共同利用施設

【回答を得点化し、選択人数と掛け合せてポイント

換算した後、回答数（分からない・無回答を除く）

で割って補正したもの】

・かなり重要：プラス２点

・やや重要：プラス１点

・あまり重要ではない：マイナス１点

・重要ではない：マイナス２点

行政

子育て・学校

子育て・学校

子育て・学校

保健・福祉

保健・福祉

保健・福祉

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

社会教育

社会教育

社会教育

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

市民文化

市民文化

行政

行政

市民文化

市民文化

市民文化

保健・福祉

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ

（点）

平均ライン（0.80）
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(6) 公共施設における総合的な評価 

満足度と重要度の平均ラインを基準として各施設を評価すると、市立保育所、市役所（本庁

舎）、市立幼稚園などは満足度・重要度が共に高く、共同利用施設、総合センターなどは満足度・

重要度が共に低い結果となっています。 
パレットかわにしやアステ市民プラザなどの施設は、満足度は高いが重要度が低くなってお 

り、小・中学校や市立川西病院などの施設は、重要度は高いが満足度が低い結果となっていま

す。 
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(7) 将来、川西市がどのようなまちになってほしいと思うか 

16歳から40歳代までで見ると、「子育てがしやすいまち」が最多となっており、16歳～19 

歳、20歳代、30歳代の各年齢層で最も多く回答されています。 

この他に、「高齢者が住みやすいまち」、「防災に強い安全なまち」「教育環境が整っているま

ち」などが上位となっています。 

 

 

一方、50歳代から 80歳代までで見ると、「高齢者が住みやすいまち」が最多となっており、

いずれの年齢層でも最も多く回答されています。 

この他に、「防災に強い安全なまち」、「子育てがしやすいまち」、「環境にやさしいまち」など

が上位となっています。 
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2-4 将来における人口の⾒通し 

(1) 人口の推移と将来の見通し 

本市の人口は、昭和40年代からの大規模住宅団地の開発に伴い急増し、昭和35年（1960年）

から昭和40年（1965年）の人口伸び率は46.2％と兵庫県下第１位を記録するなど、大阪・神

戸等のベッドタウンとして発展してきました。昭和50年代以降も増加を続けてきましたが、国

勢調査結果によると、平成17年（2005年）の157,668人をピークに減少に転じ、平成22年（2010

年）には156,423人となっています。 

今後は更なる人口減少が見込まれ、公共施設等を取り巻く環境は大きく変化することが予想さ

れます。 

■本市の人口ビジョンにおける将来推計値 

国立社会保障・人口問題研究所が平成25年３月に行った人口推計 
H27年⇒H67年
の減少率 

 

▲32.5％ 

目指すべき将来人口 
H27年⇒H67年
の減少率 

子育て支援等により今後も年間出生数1,000人を維持するとともに、移住転入支

援等により、人口移動の均衡を図る（転入・転出数が同数となり、社会動態がゼロ）

と仮定した場合 

▲24.8％ 

【出典】あんばい ええまち かわにし創生総合戦略
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2-5 将来における更新費⽤等の⾒込み 

(1) 公共施設の更新費用等に係る試算条件 

本市が所有する公共施設の改修・更新費用を試算するに当たり、総務省が公表している簡便

試算ソフト7を活用しました。なお、基本的な考え方は以下のとおりですが、試算結果はあくま

で概算であり、実際には施設の老朽度や改修・更新時の単価など、実態に即して再計算する必

要があります。 

項目 内容 

試算期間 40年間（平成28年から平成67年まで） 

試算周期 大規模改修：建築後30年／更新：建築後60年と仮定 

試算単価8 

施設区分 大規模改修 更新 

行政系施設、社会教育系施設、市民文化系施設、

市立川西病院（一般会計からの繰出相当分） 
25万円/㎡ 40万円/㎡ 

保健・福祉施設、スポーツ・レクリエーション

系施設、供給処理施設、その他施設 
20万円/㎡ 36万円/㎡ 

学校教育系施設、子育て支援施設 17万円/㎡ 33万円/㎡ 

市営住宅 17万円/㎡ 28万円/㎡ 
 

 

(2) 公共施設の更新費用等に係る試算 

公共施設の建物については、上記(1)の試算条件を基に、大規模改修を建設から30年、更新

を60年と仮定し、今後40年間に必要となる改修・更新費用を試算すると、費用の総額は約1,532

億円、年間当たり約38.3億円が見込まれます。 

当面は大規模改修費が必要となり、平成 42年（2030年）年以降は一斉に更新費用が増加す

る見込みです。 

 

 

 
 
 
 
 
 

  

 
7 総務省が公共施設等の更新費用を簡便に試算するために公表しているソフト。試算の設定条件については、建築物の目標耐用 

年数は日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」により、また更新費用単価については、先行して試算に取り組んで 

いる地方自治体の調査実績や設定単価を基に設定したもの。なお、物価変動率、落札率等は予想が困難なため考慮していない。 
8 落札価格ではなく、予定価格又は設計価格を想定して設定している。なお、大規模改修の単価は、一般的とされる建替えの約 

  ６割で設定している。 
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(3) インフラ施設の更新費用等に係る試算条件 

本市が所有するインフラ施設ついても、基本的には総務省が公表している簡便試算ソフトを

活用し、改修・更新費用を試算しました。 

項目 内容 

試算期間 40年間（平成28年から平成67年まで） 

試算単価 

施設区分 算出条件 

道路 

 

１級・２級市道（更新年数15年・更新単価4,700円/㎡） 

その他市道  （更新年数15年・更新単価4,700円/㎡） 

歩行者道   （更新年数15年・更新単価2,700円/㎡） 

橋梁 道路橋長寿命化修繕計画（予防保全型）に基づいて算出 

上水道 
管 （更新年数40年・更新単価〔管径別更新単価に基づく〕） 

施設（平成27年度減価償却費に基づいて算出） 

下水道 
管 （更新年数50年・更新単価〔管径別更新単価に基づく〕） 

施設（平成27年度減価償却費に基づいて算出） 
 

 

(4) インフラ施設の更新費用等に係る試算 

インフラ施設については、施設種類ごとの更新周期を設定し、今後40年間に必要となる改 

修・更新費用を試算すると、費用の総額は道路・橋梁の合計で約452億円、上水道・下水道の

合計で約976億円が見込まれます。 

当面は老朽化した上下水道管路における更新の対応が必要となり、長期的には橋梁の架替え

も課題となってきます。 
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(5) 投資的経費の水準と更新費用等の比較 

本市の投資的経費9の水準を過去 10年間（平成 17～26年度／2005～2014年度）で見ると、

年度当たりの平均で約40.8億円となっています。一方、先に試算した公共施設と道路・橋梁に

係る更新費用等を合わせると年間約49.6億円（公共施設分が約38.3億円、道路・橋梁分が約

11.3億円）となっており、投資的経費の水準を上回ることが分かります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 更新費用等の算出対象について 

上水道・下水道については、利用料金を前提とした公営企業会計による運営が行われてい

るため、上記推計の対象外とします。 
一方、市立川西病院も同様に公営企業会計による運営が行われていますが、更新等におい

ては一般会計からの相当の繰出しが見込まれるため、推計の対象に含めます。 
 
 

 
9 その経費の支出の効果が単年度又は短期的に終わらず、固定的な資本の形成に向けられるもので、将来に残る施設等を整備す 

るための経費。なお、道路や橋梁、学校、公営住宅等の社会資本整備に要する経費で、普通建設事業費、災害復旧事業費及び 

失業対策事業費で構成される。 


